
加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 シルバー人材センター助成事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和62年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者等の雇用の安定等に関する法律

現 状 と 課 題

高齢者人口が増加する中、高齢者の生活の安定を図ると同時に、生きがいづく
りや社会参加を促進していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内在住で原則として６０歳以上の健康で働く意欲のある方が加入する
シルバー人材センターの事業。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

シルバー人材センターからの申請により、事業費用の一部を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高年齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係
る就業の機会を確保し、及びこれらの者に対して組織的に提供する等、高年齢
者の就業を援助する。

30,66017,30318,130

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 30,660

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者への就業機会の提供を通じた生きがいづくりに寄与しており、継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,660

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

シルバー人材センター助成事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 シルバー人材センター助成事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

件

千円

対 象 指 標 名

６０歳以上の人口（４
月住民基本台帳）

87,77487,22985,997

成 果 指 標
分 析 結 果

６０歳以上の人口が増加する一方、シルバー人材センターの就業実人数はやや減少してい
る。女性の入会促進をはじめとして、引き続きシルバー人材センター事業の普及・啓発に努
めていく必要がある。契約件数はやや減少しているのに対し、契約金額はやや増加してい
る。

シルバー人材センター
会員数

人 1,3961,3731,401

活 動 指 標
分 析 結 果

会員数は前年度と比較して２３人の増（１．７％増）となった。

シルバー人材センター
就業実人員

目 標 値

1,180

目標年度

令和2年
度

1,1621,1811,218

シルバー人材センター
契約件数

5,900令和2年
度

5,7415,9465,965

シルバー人材センター
契約金額

670,000令和2年
度

676,590663,957651,967

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 雇用促進・就職支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

新型コロナウイルスの影響で全国的に有効求人倍率が低下しており、今後さら
なる求職活動への支援が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

求職活動中の者。採用予定のある近隣企業。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

求職者の就労機会及び当地域の企業の雇用機会の拡大と推進に寄与するため、
加古川公共職業安定所管内雇用対策協議会が実施するジョブフェア（合同企業
面接会）の開催等に要する経費を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

就職支援事業を実施し、求職活動中の者の早期就職を支援する。

500500500

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 500

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業手段を維持することが適当で
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 500

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 雇用促進・就職支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

市民（２０～３９才）
４月

56,57457,69059,222

成 果 指 標
分 析 結 果

参加者数の減少に伴い、一層のＰＲに努める必要がある。

合同就職面接会参加者
数

人 164169278

合同企業面接会参加企
業数

社 111110152

活 動 指 標
分 析 結 果

合同就職面接会の参加者数が減少傾向にある。

内定者数

目 標 値

50

目標年度

令和2年
度

385145

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 労働行政運営事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

社会経済情勢が変化するなか、労働者団体と労働者福祉の充実を図る必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

労働者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

メーデー負担金、（一財）兵庫県雇用開発協会負担金、（一社）加古川労働者
福祉協議会補助金を交付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

関係機関・団体を援助することにより、地域内の勤労者の福祉の充実及び就業
の支援を図る。

3,9343,9584,532

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,934

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業手段を維持することが適当で
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,934

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

労働行政運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 労働行政運営事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

労働に関する諸問題について適切な助言・指導を行い、また、補助団体の活動を支援するこ
とにより労働者福祉の増進に寄与できた。

加古川労働者福祉協議
会会員数

人 9,8939,9589,900

兵庫県雇用開発協会賛
助会員数

社 732744755

メーデー参加者数 人 3,0003,0003,000

活 動 指 標
分 析 結 果

加古川労働者福祉協議会が行う労働者福祉向上を目的とした事業
に対し補助金を支出しその活動を支援した。兵庫県雇用開発協会
及び東播地区メーデー実行委員会に負担金を支出した。

労働相談件数

目 標 値

22

目標年度

令和2年
度

141222

勤労者ゆとり創造セミ
ナー参加者数

500令和2年
度

421408536

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 インターンシップ支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

大都市圏に人口が集中する傾向があり、加古川市は全国的にも転出超過の多い
状況となっている。新型コロナウイルス感染症の発生状況をみながら、実施方
法を検討する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

大学生等及び市内にインターンシップ生を受け入れることができる事業所等を
有する企業。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

大学生等とインターンシップ生を受け入れ予定の企業とのマッチングを支援す
るため、合同企業説明会を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地元企業を知る機会を就職活動前の早い時期に提供するとともに、就業のミス
マッチによる早期離職を抑止する。

2,0351,8901,565

国 庫 支 出 金 1,017

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,018

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

学生と企業とのマッチングの機会を提供することができた。今後も新卒者が都
市圏へ集中する傾向が続くと推測されるが、地元への就職を支援するため事業
を継続していく必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,035

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 インターンシップ支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

合同企業説明会の参加者数が増加したことに伴い、インターンシップ参加申込者数も増加し
た。

合同企業説明会参加者
数

人 24288184

合同企業説明会参加企
業数

社 202020

活 動 指 標
分 析 結 果

インターンシップ合同企業説明会に学生等２４２人、２０社の参
加があった。平成３１年度はＧ２０大阪サミットの開催に伴い、
本市が開催する合同企業説明会参加者数が増加した。

インターンシップ参加
申込者数

目 標 値

600

目標年度

令和2年
度

1,293710521

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 移住・就業支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

制度開始以降、移住支援金の申請はない。加古川市においては、東京都だけで
はなく大阪府への転出者も多くなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

東京２３区内に居住、或いは通勤している者で、市内に移住し、県がマッチン
グする企業に就職或いは起業する意思のある者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内に移住し、県がマッチングする企業に就業した者に単身者５０万円、世帯
１００万円の移住支援金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

東京一極集中を是正し、県内企業の人手不足解消及び勤労者の転入促進を図
る。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業の対象に比べて補助可能な世帯数が少ないうえ、補助の要件も多く平成
３１年度の事業開始以降、申請者がいない。費用対効果を含め、今後の事業の
あり方について検討する必要がある。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 移住・就業支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

人

対 象 指 標 名

前年中の東京都への転
出者（加古川市統計
書）

36300

前年中の東京都からの
転入者（加古川市統計
書）

人 18800

成 果 指 標
分 析 結 果

平成３１年１月１日から令和元年１２月３１日までの東京都への転出超過は２０１人であっ
た。

移住支援金交付件数 件 000

移住支援金補助金額 千円 000

活 動 指 標
分 析 結 果

移住支援金の交付件数は０件であった。

東京都への転出者（加
古川市統計書）

目 標 値

350

目標年度

令和2年
度

37500

東京都からの転入者
（加古川市統計書）

200令和2年
度

17400

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学金返還支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

学生の売り手市場及び学生の大企業志向の高まりにより、特に中小企業におけ
る人材確保が課題となっている。また、大都市圏への人口集中傾向が顕著であ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

日本学生支援機構の奨学金の返還義務がある若者勤労者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

奨学金の返還者に対し補助金による支援を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中小企業と大企業の賃金格差の是正と、若者勤労者の市内定着及び転入促進を
図る。

9,9581,8800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,958

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

制度の周知がすすみ、前年度と比較して補助金の交付件数が大きく増加した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,958

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学金返還支援事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

％

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,3700

成 果 指 標
分 析 結 果

アンケートによると、「今後の加古川市への定住を考える上で、本制度はどの程度影響する
か」との設問に対し、回答者数１３６人のうち、６９人が「大いに影響する」、６０人が
「少し影響する」と回答しており、本制度には市内定着に一定の効果があるものと考える。

補助金申請件数 件 140420

活 動 指 標
分 析 結 果

制度を広く周知し、申請件数が大きく増加した。

補助金交付件数

目 標 値

392

目標年度

令和2年
度

134360

今後の加古川市への定
住を考える上で、本制
度の影響度

100令和2年
度

94.9920

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労会館管理運営事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成13年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立勤労会館条例

現 状 と 課 題

昭和４７年４月に開館しており、施設が老朽化している。またエレベーターが
設置されていないなど、バリアフリーに対応していない。市役所周辺施設等再
編計画において解体・移転の方針が示されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

勤労者のみならず一般市民が利用対象者となっている。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

勤労者の教養文化の向上と福祉の増進に寄与するために設置されている勤労会
館の運営管理業務を行うが、平成２７年度から、引き続き（一社）加古川労働
者福祉協議会を指定管理者として管理業務を委託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

勤労会館の設置趣旨である勤労者のための施設として活性化を図る。

17,29517,26916,108

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 16,922

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業目的を達成するためには、引き続き維持・管理していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 17,295

そ の 他 特 財 373

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

勤労会館費

勤労会館管理運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労会館管理運営事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

％

円

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

262,308263,697265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

前年度と比較して施設稼働率及び施設利用料収入が減少したものの、労働団体の利用件数は
増加した。大人数を収容できる会議室の需要は高いが、和室の稼働率は低い。このほか、新
型コロナウイルス感染症の影響により３月の利用が大幅に減少した。

施設利用者数 人 65,30369,98867,052

施設の利用件数（延べ
件数）

件 2,7273,1603,137

活 動 指 標
分 析 結 果

施設利用者数、施設の利用件数（延べ件数）ともに減少してい
る。

施設稼動率

目 標 値

34

目標年度

令和2年
度

2933.733.5

施設利用料収入 3,000,000令和2年
度

3,023,7853,369,9203,327,010

労働団体の利用件数 130令和2年
度

139108130

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 技能功労者表彰事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和59年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 030  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

近年表彰者が減少している。後継者不足により技術・技能の継承が課題となっ
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

技能者として、経験年数２０年以上を有し、かつ年齢が５０歳以上の者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

永年にわたり同一の職種に従事し、優れた技能をもって社会に貢献した人々の
功績を表彰し、たたえる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

優れた技能をもって社会に貢献した人々の功績をたたえることで、技能水準の
向上と地域産業の発展に貢献する。

172177150

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 172

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業を継続することが妥当であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 172

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

技能功労者表彰事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 技能功労者表彰事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

優れた技能をもって社会に貢献した技能功労者７人に表彰を行い、功績をたたえた。

業種団体数 団体 373737

活 動 指 標
分 析 結 果

３７団体に被表彰者の推薦を依頼した。

技能功労者表彰者数

目 標 値

10

目標年度

令和2年
度

787

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労者住宅資金融資対策事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５勤労者福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

近年は低金利のため変動金利が主流になっており、全期間固定金利である本市
の制度を利用する勤労者が大幅に減少している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の住宅を新築、購入、リフォームする労働者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

低利な融資を受けられるようにするため、近畿労働金庫に対して融資資金の一
部として毎年預託金を預託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

勤労者の持ち家取得を促進し、勤労者のゆとりある生活の創出を支援する。

267,100299,300346,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 300

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

３件の新規融資申込があったが、依然として利用件数は少ない。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 267,100

そ の 他 特 財 266,800

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

勤労者住宅資金融資対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労者住宅資金融資対策事業 部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

本制度の利率（固定金利）が他の金融機関の利率（変動金利）に比べ高くなっているため、
近年は融資件数が大幅に減少している。

勤労者住宅資金融資残
高件数（無担保含む）

件 217238263

活 動 指 標
分 析 結 果

本制度の利率（固定金利）が他の金融機関の利率（変動金利）に
比べ高くなっているため、近年は融資件数が大幅に減少してい
る。

勤労者住宅資金融資件
数（新規）

目 標 値

5

目標年度

令和2年
度

302

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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